
■株主メモ

〒812-0008 福岡市博多区東光二丁目7番25号  
電話（092）473-8831（代表）

１月１日から１２月３１日まで

３月

定時株主総会
期末配当　

１２月３１日
１２月３１日

中間配当 　　６月３０日

電子公告で行います。
https://www.seiko-denki.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  
三井住友信託銀行株式会社

100株

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会

基 準 日

公 告 方 法

株主名簿管理人・
特別口座管理機関

単 元 株 式 数

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

1  住所・氏名の変更、配当金受取方法の変更、単元未満株式の買取・買増請求 など
株式に関するお手続きについて

2026年１月１日 2026年６月30日

▲

中 間 報 告 書第　　　　　     期123

ホームページもご覧ください。
https://www.seiko-denki.co.jp/

下記の株主名簿管理人にお問い合わせください。２  未払配当金のお支払について

株主名簿管理人・特別口座管理機関へのお問い合わせ

お取引先の証券会社にお問い合わせください。

下記の特別口座管理機関にお問い合わせください。

（1）証券会社に口座をお持ちの株主さま

（2）特別口座をお持ちの株主さま

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
（郵送物送付先） 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
　　  0120-782-031 受付時間 9:00～17:00（土・日・祝日及び12/31～１/３を除く）

証券コード：6653
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連結業績の推移

代表取締役社長取締役会長

　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげ
ます。
　さて、当社第123期中間連結会計期間（2026年
1月1日から2026年6月30日まで）における業績
の取りまとめを終えましたので、ここに中間報告書
をお届け申しあげます。

ごあいさつ

業績の概況

第 123期
（2026年度）

売上高（百万円） 営業利益（百万円） 経常利益（百万円） 親会社株主に帰属する中間（当期）純利益（百万円）

配当金の推移（円）

（期末配当金）

（中間配当金）
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第 123期
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2026年8月

　当社グループは中期経営計画（ＳＥＩＫＯ ＩＣ２０２６）の
基本方針である「企業活動・事業活動を通じた社会
課題解決により、サステナブルな社会の実現に貢献
する」のもと、「デジタル技術を活用した社会課題解決」
「カーボンニュートラルへの取り組み」「Ｏｎｅ 正興による
グループ総合力の発揮」の３つの重点施策に取組んで
まいりました。
　当中間連結会計期間におきましては、環境エネル
ギー部門の公共分野において、水処理設備向け監視
制御システムが堅調に推移したことや、サービス部門
において、太陽光発電所やデータセンター、蓄電所向け
の受変電設備が増加し、受注高は24,358百万円（前年
同期比 30.0％増）、売上高は17,104百万円（同 18.6％
増）となりました。損益につきましては、環境エネル

ギー部門の公共分野において、利益率が改善した
こと等により、営業利益は1,680百万円（前年同期比
25.5％増）、投資有価証券の売却などにより、経常
利益は2,028百万円（同 32.7％増）、親会社株主に帰
属する中間純利益は1,458百万円（同 49.3％増）と
なりました。
　この当期の業績の進捗を勘案し、中間配当及び
期末配当予想につきましては、2026年２月12日に
公表した予想値に対しそれぞれ２円50銭増額し、１株
当たり中間配当30円、期末配当予想30円、年間配当
予想60円とすることといたしました。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層の
ご支援を賜りますようお願い申しあげます。 第120期
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株主の皆さまへ
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水処理監視制御システム

清掃ロボット DX会議ボード

当中間期科  目 前   期
(2025年12月31日現在)

【 資 産 の 部 】
20,768
15,497
9,258
247

5,990

36,266

流 動 資 産
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投資その他の資産

資 産 合 計

17,104
13,598
3,506
1,825
1,680
399
51

2,028
2,028
484
86

1,458
1,458

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益
税金等調整前中間純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
中間純利益
親会社株主に帰属する中間純利益

7,200

△ 1,679

△ 412

8

5,117

3,252

8,369

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に
係る換算差額

現金及び現金同等物の
増減額

現金及び現金同等物の
期首残高

現金及び現金同等物の
中間期末残高

当中間期科  目 前   期

16,592
3,323
2,777
10,665
△ 172
3,023
19,616
36,266

13,181
3,468
16,649

【 純 資 産 の 部 】
株主資本 

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計
負債・純資産合計

【 負 債 の 部 】
流 動 負 債
固 定 負 債
負 債 合 計

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

■ 連結貸借対照表の要旨

■ 連結損益計算書の要旨 ■ 連結キャッシュ・フロー計算書の要旨

（単位：百万円）（単位：百万円）

（単位：百万円）（単位：百万円）

科  目

(2026年6月30日現在)(2025年12月31日現在)(2026年6月30日現在)

当中間期
(2026年1月1日から
2026年6月30日まで)

前中間期
(2025年1月1日から
2025年6月30日まで)

当中間期
（2026年1月1日から
2026年6月30日まで）

前中間期
（2025年1月1日から
2025年6月30日まで）

科  目

■セグメント別の状況

OFF
白濁

ON
透明

電力部門

38.7％

29.5％

環境エネルギー部門

①
公共分野

（構成比内訳）

8.0％
②
産業分野

1.2％

③
パワーエレクトロニクス分野

5.5％情報部門

7.2％その他

24.2％
サービス部門

総合制御所用自動監視制御システム

電気機械設備・受変電設備や非常用電
源等を含む各種電気機器の販売、省エ
ネ機器・ロボット等の脱炭素やデジタル
化に関連する製品の販売、並びにこれら
の製品に関する総合エンジニアリング・
工事施工・メンテナンス等に関する事業

調光フィルム（※間仕切りに施工）

サービス部門の主要な事業内容

制御機器、電子装置、調光フィルム、
電気工事及び機械器具設置工事等に
関する事業

その他の主要な事業内容

港湾物流及び介護保険認定の業務に
対応した業界特化型クラウドサービ
ス、並びにIoT・AI技術を活用した現場
効率化システム開発等に関する事業

情報部門の主要な事業内容

上下水道設備向け受変電・監視制御システム、高速道路
向け受変電・照明制御システム、一般産業・再生可能エ
ネルギー・ＡＩデータセンター・系統用蓄電所向け受変電
システム、蓄電システム、蓄電池用パワーコンディショ
ナー、スマート保安システム等の開発・製造・販売と本製
品に関する工事及びエンジニアリング等に関する事業

発電所及び変電所向け集中監視制御
システム・電気設備、配電線自動制御
システム・配電機器、電力業務ＩＴシス
テム、スマート保安システム等の開発・
製造・販売と本製品に関する工事及び
エンジニアリング等に関する事業

環境エネルギー部門の主要な事業内容

電力部門の主要な事業内容

24.4％

売上高
17,104百万円
（前年同期比18.6％増）

業界特化型クラウドサービス

コンテナ台帳
サービス

介護保険認定
審査支援

訪問調査支援
事務支援 等

売上高（百万円） セグメント利益（百万円）

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）

4,179

169

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）

6,613

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）

1,230

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）

947

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）

4,133

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）

633

845

△45

77

21,612
13,103
7,445
220

5,437

34,715

15,434
3,323
2,746
9,544
△ 179
2,654
18,089
34,715

13,373
3,252
16,626

5,884

△ 50

△ 2,093

△ 12

3,728

3,160

6,888

14,415
11,418
2,997
1,659
1,338
259
69

1,529
1,529
533
18
976
976

4,220

6,149

761

2,099

1,185

711

312

81

44

189

連結財務諸表 業績ハイライト
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■ 連結貸借対照表の要旨

■ 連結損益計算書の要旨 ■ 連結キャッシュ・フロー計算書の要旨
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OFF
白濁

ON
透明

電力部門

38.7％

29.5％

環境エネルギー部門

①
公共分野

（構成比内訳）

8.0％
②
産業分野

1.2％

③
パワーエレクトロニクス分野

5.5％情報部門

7.2％その他

24.2％
サービス部門

総合制御所用自動監視制御システム

電気機械設備・受変電設備や非常用電
源等を含む各種電気機器の販売、省エ
ネ機器・ロボット等の脱炭素やデジタル
化に関連する製品の販売、並びにこれら
の製品に関する総合エンジニアリング・
工事施工・メンテナンス等に関する事業

調光フィルム（※間仕切りに施工）

サービス部門の主要な事業内容

制御機器、電子装置、調光フィルム、
電気工事及び機械器具設置工事等に
関する事業

その他の主要な事業内容

港湾物流及び介護保険認定の業務に
対応した業界特化型クラウドサービ
ス、並びにIoT・AI技術を活用した現場
効率化システム開発等に関する事業

情報部門の主要な事業内容

上下水道設備向け受変電・監視制御システム、高速道路
向け受変電・照明制御システム、一般産業・再生可能エ
ネルギー・ＡＩデータセンター・系統用蓄電所向け受変電
システム、蓄電システム、蓄電池用パワーコンディショ
ナー、スマート保安システム等の開発・製造・販売と本製
品に関する工事及びエンジニアリング等に関する事業

発電所及び変電所向け集中監視制御
システム・電気設備、配電線自動制御
システム・配電機器、電力業務ＩＴシス
テム、スマート保安システム等の開発・
製造・販売と本製品に関する工事及び
エンジニアリング等に関する事業

環境エネルギー部門の主要な事業内容

電力部門の主要な事業内容

24.4％

売上高
17,104百万円
（前年同期比18.6％増）

業界特化型クラウドサービス

コンテナ台帳
サービス

介護保険認定
審査支援

訪問調査支援
事務支援 等

売上高（百万円） セグメント利益（百万円）

第123期
中間期

（2026/6）

第122期
中間期

（2025/6）
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（2026/6）

第122期
中間期
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845

△45

77

21,612
13,103
7,445
220

5,437

34,715

15,434
3,323
2,746
9,544
△ 179
2,654
18,089
34,715

13,373
3,252
16,626

5,884

△ 50

△ 2,093

△ 12

3,728

3,160

6,888

14,415
11,418
2,997
1,659
1,338
259
69

1,529
1,529
533
18
976
976

4,220

6,149

761

2,099

1,185

711

312

81

44

189

連結財務諸表 業績ハイライト
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■ 株主優待制度のご案内

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

３６，０００，０００株

13,908,595株

10,068名

（１）対象となる株主さま

（３）贈呈時期
毎年３月開催の定時株主総会招集ご通知に同封してご送付いたします。

１００株以上 ３００株未満
３００株以上 ５００株未満
５００株以上 　  　1,000株未満
1,000株以上　 10,000株未満
10,000株以上

５００円分 1,0００円分
　1,０００円分
　2,０００円分
　３,０００円分 7,０００円分

2,０００円分
5,０００円分

10,０００円分　5,０００円分

保有株式数 継続保有期間
３年未満 ３年以上(※)

　当社では、株主の皆さまの日頃からのご支援に感謝し、当社株式の保有数及び継続保有期間に
　応じて、以下のとおり株主優待制度を設けております。

所有者別

　  毎年12月３１日現在の株主名簿に記録された１単元（１００株）以上保有の株主さまを対象といたします。
（２）株主優待の内容
　  以下の基準により、クオ・カードを贈呈いたします。

合  計
13,908,595株

28.0%38.5%
金融機関個人・その他

15.3%
その他の国内法人

13.2%
外国人

5.0％
証券会社

※クオ・カードのデザインは変更される場合があります。

※毎年12月末を基準日として、当社株主名簿（６月末及び12月末）に、同一の株主番号かつ
　保有株式数100株以上で、７回以上連続で記録されている場合をいいます。

（注） 持株比率は自己株式（369,846株）を控除して計算しております。

持株数（千株）株主名 持株比率（％）

1,186

933

320

8.76

6.89

2.36

上位10名の株主

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社
退 職 給 付 信 託  西 日 本 鉄 道 口
再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行

退 職 給 付 信 託  九 州 電 力 口
及 び 九 州 電 力 送 配 電 口
再信託受託者　株式会社日本カストディ銀行

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社
■次世代インフラを支える「ひびきの研究開発センター」が開所へ

▶建設中の「ひびきの研究開発センター」

情報と制御の独創技術で未来を創造する

株主・投資家情報株主・投資家情報

ひびきの研究開発センター
（北九州市ひびきの）
ひびきの研究開発センター
（北九州市ひびきの）

344 2.54上田八木短資株式会社

　北九州学術研究都市に建設中の「ひびきの研究開発センター」が、2026年11月に開所を予定して
おります。
　同センターは、『次世代インフラを支える技術と人材を育てる拠点』をコンセプトに掲げ、産学官や
地域企業とのシナジーによるイノベーションを創出し、次世代エンジニアの育成に取り組みます。
　さらに、「レドックスフロー蓄電システム」によるエネルギーマネジメントの実証実験や、産業用機器
向けの「全固体リチウムイオン電池」の開発・量産化を通じて、次世代蓄電システムの開発拠点を目指
してまいります。

317
289

2.34
2.13

259 1.91
土 屋 直 知
株式会社西日本シティ銀行

株 式 会 社 福 岡 銀 行
株式会社日本カストディ銀行（信託口）

846 6.25

490 3.61

株式会社クラフティア

554 4.09
株 式 会 社 日 本 カ スト ディ 銀 行
三井住友信託銀行再信託分・
西 部 瓦 斯 株 式 会 社
退 職 給 付 信 託 口

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ/２Ｓ/ＪＡＳＤＥＣ/
ＦＩＭ/ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ ＦＵＮＤＳ/ＵＣＩＴＳ ＡＳＳＥＴＳ
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

所 在 地 ： 北九州学術研究都市 北九州市若松区ひびきの北２丁目　 敷地面積 ： 9,139㎡
延床面積 ： 計 約5,100㎡ （ Tサイト ： 約2,000㎡ ／ Mサイト ： 約3,100㎡ ）
構造・規模 ： 鉄骨造 （ Tサイト ： 地上３階建 ／ Mサイト ： 地上２階建 ）

概 要

産学官連携や地域企業との協業による新事業
開発を行います。

研究開発の際の試作・検証、事業化した際の
モノづくりを行います。

研究開発棟
～Ｔサイト（Technology）～　

先端モノづくり棟
～Ｍサイト（Manufacturing/MONODUKURI）～

TOPICS 株式の状況 （2026年6月30日現在）
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■株主メモ

〒812-0008 福岡市博多区東光二丁目7番25号  
電話（092）473-8831（代表）

１月１日から１２月３１日まで

３月

定時株主総会
期末配当　

１２月３１日
１２月３１日

中間配当 　　６月３０日

電子公告で行います。
https://www.seiko-denki.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  
三井住友信託銀行株式会社

100株

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会

基 準 日

公 告 方 法

株主名簿管理人・
特別口座管理機関

単 元 株 式 数

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

1  住所・氏名の変更、配当金受取方法の変更、単元未満株式の買取・買増請求 など
株式に関するお手続きについて

2026年１月１日 2026年６月30日

▲

中 間 報 告 書第　　　　　     期123

ホームページもご覧ください。
https://www.seiko-denki.co.jp/

下記の株主名簿管理人にお問い合わせください。２  未払配当金のお支払について

株主名簿管理人・特別口座管理機関へのお問い合わせ

お取引先の証券会社にお問い合わせください。

下記の特別口座管理機関にお問い合わせください。

（1）証券会社に口座をお持ちの株主さま

（2）特別口座をお持ちの株主さま

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
（郵送物送付先） 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
　　  0120-782-031 受付時間 9:00～17:00（土・日・祝日及び12/31～１/３を除く）

証券コード：6653


